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【 「米中首脳会談は中国勝利」の見方は本当か!? 】 
 
24 日に実施された米中首脳会談、ならびに前後 2 回実施された日米首脳会談が為替市場でも思惑を呼
んでいる。前者については、「米国は中国に言いたい放題のチャンスを与えてしまった」（Ｊキャスト・ニュー
ス）のように、「中国勝利」ともとれる報道が多くみられるが本当だろうか。また、日米首脳会談についても、
高市首相を必要以上に貶めるような報道が少なくない。 
米中そして日米首脳会談について以下で再考してみる。 
 
◎日本のメディアは「トランプ氏が中国を『同盟国』と発言」と喧伝するが･･･ 
 
中国の習国家主席を国賓待遇で招待するなか、会談前日の 23 日に訪米、メリーランド州のアンドリュー
ズ統合基地に到着した習氏をトランプ米大統領が自ら出迎えた。そして、そんなタラップを降りた習氏を待
っていたのは、長さ約 30 メートルにも及ぶレッドカーペットだった－－という。 
 
これだけでも破格の待遇といってよく、トランプ氏による習氏への「媚びへつらい」を取り沙汰する向きもあ
るが、在米筋は「中国はなによりメンツを重んじる国。対してトランプ氏は基本ビジネスマン。米国側にはタ
ダで演出して効果が得られるなら文句はないとの考えがあった」と指摘する。言ってみれば、「名を捨てて
実を取る」の典型事例であったのかもしれない。 
 
実際、問題は米中首脳会談で、如何なる協議がなされたのかだが、周知のようにそもそも論として会談後
に共同記者会見は開かれなかった。これはなかなか異例の出来事。内容のなかった会議を象徴している
との見方も少なくない。 
 
また、終了後すでに 1 週間近く経過するが、驚くほど具体的な内容が伝えられてこない。これは米国だけ
でなく、「勝利を収めた」と言われる中国についてもほぼ同じことが言える。 
たとえば、習氏は「台湾独立」についての姿勢を変えるよう求めたとはされるものの、米国から目立った反
応はなし。むしろ、そののちパデュー駐中国大使から「米国の台湾政策に変更はまったくない」との発言が
聞かれている。つまり、進展なしの「ゼロ回答」だったことが明らかになっている。 
 
そうしたなか、日本メディアの多くは、米中首脳会談に際してトランプ氏が中国を第2次大戦中の「同盟国」
と発言したことを必要以上に喧伝している感を否めない。 
確かに、この部分については中国が発表した成果文書で大きく取り上げられているだけでなく、米国サイ
ドの「ファクトシート」にもしっかりと記載されている。中国が今後、外交カードのひとつとして取り沙汰する
可能性は否定できず、筆者もそうした意味ではやや気掛かりだ。しかし、米国発表の原文をよく読むと、現
在の「中国」については「ＰＲＣ（People's Republic of China＝中華人民共和国）」を使用しているのに対し、
当該箇所つまり「かつて同盟国だった」という部分は「Ｃｈｉｎａ」のみが使われている。そのため、前述した
在米筋は「明らかに意図的な使い分けして使用した公算が大きい」と指摘。「現在の中国がかつて同盟国
だったとは言っていないのではないか」と説明していた。 
 
そのほか細かい指摘は多々あるが、いずれにしても中国が明確に「米国の勝利した」と呼べるような内容
はまったくない。むしろ、「友情の印」として可愛いパンダ 2 頭をゲットした米国の方が、わずかながらも「実
を取った」気がするのは筆者だけの感覚だろうか。 
 
一方、日米首脳会談については、「ハシゴを外された」などと完全な「あげ足取り」ともいえる内容が多い。
また、たとえば会談時間関連についての否定的な見解も多数散見されている。 
しかし、22 日に実施された 1 回目の会談 35 分間は、その日実施された米英首脳会談（20 分間）など幾つ
かよりも長く、同日トランプ氏が行った会談としては最長。また 26 日に実施された 2 回目の会談は 20 分
間だったが、高市首相の説明によると、「習主席の訪米直後というタイミングで電話をいただき、今般の米
中首脳会談について詳細に説明があった」という。これからすると、日本側からではなく、米国側から連絡
があったと思われる。これらになんの問題があるのかまるでわからないし、先で取り上げた「ハシゴが外さ



 
れた」という論調も的外れな指摘であると思う。 
 
また、そうしたなか 25 日には片山財務相とベッセント米財務長官、日米財務相が別途電話会談を実施。
「日本の力強いファンダメンタルズ（経済の基礎的条件）を反映した円高が望ましい」－－点などを議論し
たことが明らかにされているし、先に記した 22 日の 1 回目の日米首脳会談でも「先方（トランプ氏）から円
安によって米国の貿易が厳しいという話があった」と高市首相自身が述べている。 
いずれにしても、日米の緊密な連携はキチンととれていると言ってよく、それだけに為替市場における協
調姿勢をもう少し重視して損はない気がしないでもない。29 日付の日経新聞はメインタイトルで「一方的円
安一服か」としつつ、サブタイトルで「ドル高圧力、基調は変わらず」－－と報じていたが果たして如何に。
油断は禁物だと思っている。（了） 
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